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愛衛協 3-1 号

令和 3 年 8月 6 日

❏愛衛協 組合ニュース❏

残暑お見舞い申し上げます

残暑厳しき折、組合員の皆様におかれましては、お健やかにお過ごしでしょ

うか。

常日頃は、当組合の事業の推進に御理解と御協力をいただきお礼申し上げま

す。

皆様におかれては、コロナ禍の終息がいまだに見えず、マスク着用の中で熱

中症予防にも配慮して業務に精励されていることに深く敬意を表します。

今回の未曽有のコロナ禍で、社会基盤を支える「エッセンシャルワーカー」

の重要性と意義について考えさせられました。

医療従事者や福祉施設関係者のような生命を預かる業務や、警察、消防、電

力、水道などライフラインを担う人達が、今回のような非常時の際にも各自の

業務を確実に遂行することが重要であると多くの人が感じたと思います。

今回のような非常時においても確実に業務・使命を果たすには、平時の安定

した経営基盤、生活基盤を持った事業活動が不可欠です。

経済合理性優先の考えでは、非常時に使命を果たす責任感と能力を持った人材

の育成及び事業経営が困難です。

組合としては、先ごろ開催された市町村担当課長会議、自民党との懇談会に

おいて要望したところであり、今後とも一般廃棄物処理業の経営基盤の安定・

強化に向けた取り組みを進めてまいります。

最後になりましたが、厳しい暑さが続きますが、何卒ご自愛の上お過ごしくだ

さい。

来年の新年名刺交換会で、皆様方と親しく懇談できるのを楽しみにしており

ます。

理事長 永田 喜裕
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「市町村合特法担当課長会議」開催

令和 3 年 7 月 21 日（水）午後 2時より愛知県自治センターにおいて、愛知

県環境局主催の「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化事業関係

及び一般廃棄物関係担当課長会議」が開催されました。

当組合より県知事及び各市町村長あてに、合特法の適用及び業務委託に係る

要望書をお渡しするとともに、「一般廃棄物処理業に関する最近の最高裁判決

及び環境通知」を用い、随時契約の重要性、合特法の適用強化、加えて、「プ

ラスチックに係る資源循環の推進に関する法律」に基づくプラスチック資源の

回収・リサイクルに既存のリサイクルシステムを活用することを要望しまし

た。

【理事長より県知事

あて要望書を県資源

循環推進課 木村課

長・大谷担当課長へ手

交】
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令和 3 年 7 月 21 日

各市町村長 様

愛知県衛生事業協同組合  

理事長  永田 喜裕

要  望  書

時下ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

平素より、当組合員の事業の推進に格別のご高配を賜り心から感謝申し上げ

ます。

さて、令和２年当初より、新型コロナウイルス感染症の拡大という未曽有の

事態において、廃棄物処理業は、国民生活・国民経済の安定確保に不可欠な事

業と位置付けられ事業の継続が求められているところです。

当組合員の企業規模は、中小、零細であり、マスク、防護服など業務継続に

必要な物資の十分な確保が困難な時期にあっても感染症予防対策の徹底を図り

つつ、行政の方々とともに廃棄物の適正な処理を継続し地域の公衆衛生の維持

するため努力しているところです。

つきましては、私どもの現状をご賢察の上、廃棄物処理法、近年の環境省及

び愛知県からの通知、最高裁判決並びに本年６月に公布された「プラスチック

に係る資源循環の推進に関する法律」を踏まえて、当組合員がこれまで概ね半

世紀以上にわたり取り組んできた業務が、今後とも安定的かつ継続的に実施で

きますよう、次の事項についてご配慮いただくようお願いします。

○写
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１ 一般廃棄物の適正処理を確実なものとするため、一般廃棄物の処理委託・

許可制度の適正な運用を図ること。

一般廃棄物処理は、廃棄物処理法において、市町村の自治事務として一

般廃棄物処理計画を定め、かつ、同計画に従って処理を行わなければなら

ないとされています。

また、市町村自らが処理を行う場合はもとより、市町村以外の者に委託

して行わせる場合や許可業者に行わせる場合であっても、一般廃棄物の処

理責任は、市町村が有するとされており、委託および許可の基準が規定さ

れています。

一般廃棄物処理は、電気、ガス、上下水道などと同じく住民のライフラ

インとして、公共性・公益性の高い業務であり、公共サービスとして経済

性の確保より、業務の適正な遂行が優先されるべきである旨を平成 26 年 1

月 28 日の最高裁判決において改めて示されました。

当組合は、委託又は許可業者として長きにわたり市町村の皆様方のご指

導を賜り、処理業務の一端を担ってまいりました。

また、今般のコロナウイルス感染症や全国各地で頻繁に発生している大

規模災害発生時に発生するし尿やごみの処理について、市町村の皆様のご

指導の下に可能な限り対応していく所存です。

しかしながら、人口減少、高齢化、従業員の確保難など我々を取り巻く

環境は厳しいものが予測されます。

公共サービスとして、迅速かつ円滑な収集運搬が安定的・継続的に行わ

れるためには、受託者が健全な形で業務の遂行を成し得る体制の確保が重

要であり、経済性を優先した考えの対象にされるべき性格ではないと思料

いたします。

受託できるか否か不確実な状況では安定した業務体制（施設、車両、人

員等）を確保・維持することは困難です。

私どもの業務が、それぞれの地元において安定的かつ持続的に存続でき

るように、廃棄物処理法、26 年 1 月 28 日の最高裁判決及び 26 年 10 月 8

日付け環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部長通知を踏まえ、一般廃

棄物処理業者の健全育成の推進をお願いします。
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★関係 法令、通知及び判例

廃棄物処理法（抄）

第 7 条 一般廃棄物処理業の許可の基準

・市町村による一般廃棄物の収集又は運搬が困難であること

・申請の内容が一般廃棄物処理計画に適合すること

・施設及び能力が、事業を的確にかつ継続して行うに足りること

廃棄物処理法施行令（抄）

第 4 条 一般廃棄物の収集、運搬、処分等の委託の基準

・業務を遂行するに足りる施設、人員及び財政的基礎を有し、かつ業務

の実施に際し相当の経験を有するものであること。

・委託料が受託業務を遂行するに足りる額であること。

平成 26 年 1 月 28 日 最高裁判決（要約）

「一般廃棄物処理計画に適合することなどの許可要件に関する市町

村長の判断を通じて、許可業者の濫立等によって事業の適正な運営が阻

害されることの無いよう一般廃棄物処理業の需給状況の調整が図られ

ている仕組みが設けられている。

一般廃棄物処理業は、専ら自由競争に委ねられるべき性格の事業とは

位置付けられていない。

したがって、市町村長から一定の区域につき既に一般廃棄物処理業の

許可等を受けている者は、当該区域を対象とする他の者に対してされた

同業の許可処分等の取消しを求めるにつき、原告適格を有する。」

平成 26 年 10 月 8 日 環境省廃棄物・リサイクル対策部長通知

（要約）

「市町村が行う場合はもとより、市町村以外の者に委託して行わせる

場合であっても、許可業者に行わせる場合であっても、市町村が統括的

な責任を有するものであり、一般廃棄物処理計画にこれを位置付け、業

の許可の運用を図ることが重要である。また、委託に際しては、廃棄物

処理法の委託基準に『業務の遂行に足る施設、人員及び財政的基礎を有

し、業務に関する相当の経験を有することに加えて、受託料が受託業務

を遂行するに足りる額であること。』が定められており、経済性の確保

等の要請ではなく、業務の確実な履行を求める基準であることに留意が

必要である。」
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２ 「下水道の整備等に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法」

（以下「合特法」という。）に基づく合理化事業計画の策定を推進し、同法

の趣旨に基づく代替業務を地方自治法施行令第 167条の 2第 1項第 2号の

随意契約に該当させること。

   名古屋市を除く愛知県内の下水道普及率は、昭和 60 年度末の 35％から、

令和元年度末には 7９％となりました。

   し尿・浄化槽汚泥清掃処理業者は、事業の転換、廃止等を余儀なくされ

ていますが、不用となる運搬車等の設備及び機材を他に転用することは極

めて困難である上、下水道への転換が完了する直前まで、規模を縮小しつ

つ、し尿の処理及び浄化槽清掃の適正な実施を継続して行わなければなり

ません。

   し尿処理業者等の適正処理体制を、確保するため制定された合特法に基

づく合理化事業計画の策定等により一層のご支援をお願いします。

また、平成 24 年 4 月 12 日の福岡高裁の判決（平成 26 年 4 月 3 日 最高

裁上告棄却により確定）で示された「合特法第 8 条の金融上の措置に伴う

公金の支出を避けるために公共施設浄化槽に保守点検等の業務を随意契約

で代替業務として提供し、既存業者を保護する方法をとることも合理性が

ある。」を踏まえ、大規模災害時の避難所で翌日から必要となるし尿処理を

的確に実施するためにも、し尿処理業者等への合特法に基づく合理化事業

計画等による支援の一層の推進を図るとともに代替業務の随意契約による

提供をお願いします。

★関係 法令及び判例

地方自治法第 234 条（抄）

２ 指名競争入札、随意契約又はせり売りは、政令で定める場合に該

当するときに限り、これによることができる。

地方自治法施行令第 167 条の２（抄）

地方自治法第 234 条第 2 項の規定により随意契約によることができ

る場合は、次に掲げる場合とする。

②不動産の買い入れ又は借り入れ、普通公共団体が必要とする物

品の製造、修理、加工又は納入に使用させるため必要な物品の

売払いその他の契約でその性質又は目的が競争入札に適しない

ものをするとき。



7

福岡高裁判決

（平成 26 年 4 月 3 日 最高裁上告棄却により確定 要旨 ）

随意契約の適法性について、不特定多数の者の参加を求め

競争原理に基づいて契約の相手方を決定することが必ずしも

適当ではなく、多少とも価格の有利性を犠牲にする結果にな

るとしても、当該契約の性質に照らし又はその目的を究極的

に達成する上でより妥当であり、ひいては当該普通地方公共

団体の利益の増進につながると合理的に判断される場合も該

当する。

合特法に基づく合理化事業計画を定めて一般廃棄物処理業

者を支援できること。

収入や、浄化槽汚泥収集量が増加しているとしても、本件

既存業者は、下水道の供用開始による影響を少なからず受け

たものと認められる。

し尿処理等の事業の安定的な継続が伊万里市にとって今後

も必要であることを考慮すると、随意契約の方式により締結

したことは、合特法の趣旨を合わせ考えれば、契約担当者の

合理的な裁量判断の範囲内にある。
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３ 「プラスチックに係る資源循環の推進に関する法律」に基づくプラスチッ

ク資源の回収・リサイクルに既存のリサイクルシステムを活用すること

資源有効利用促進法に基づき、個別物品の特性に応じて家電リサイクル

法、食品リサイクル法、容器包装リサイクル法などにより資源循環の取組

が進められているところです。

そうした中で、本年６月に「プラスチックに係る資源循環の推進に関す

る法律」が公布されました。

同法では、現在、容器包装リサイクル法で対象となっている家庭から排

出されるプラスチック製容器包装に加え、家庭から排出される製品プラス

チックや事業者から排出されるプラスチック資源についても、それぞれ市

町村や事業者の回収・リサイクルの規定が盛り込まれ、新たなリサイクル

制度の構築が進められるものと思料されます。

市町村での新しいリサイクル制度の構築に際しては、これまで私共が容

器包装リサイクルで培った既存のルートを有効に活用する実効性のある制

度とされますようお願いします。

また、この既存のルートでのリサイクル業務の多くは、「下水道の整備等

に伴う一般廃棄物処理業等の合理化に関する特別措置法」の代替業務とし

て受託しているものであることから、新たなリサイクル制度により、これ

までの委託業務がなくなる場合は、別の代替業務にご配慮いただくようお

願いします。

★プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律案の概要

（環境省資料抜すい）

市区町村の分別収集・再商品化の促進

プラスチック資源の分別収集を促進するため、容リ法ルートを活用

した再商品化を可能にします。

また、市区町村と再商品化事業者が連携して行う再商品化計画を作

成し、主務大臣が認定した場合に、市区町村による選別、梱包等を省

略して再商品化事業者が再商品化を実施することを可能にします。
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自民党政策懇談会

国への要望

① 「プラスチックに係る資源循環の推進に関する法律」に基づくプラスチック資

源の回収・リサイクルに既存のリサイクルシステムを活用していただきたい。

県及び市町村への要望

①合特法の趣旨に基づき提供された代替業務については、その趣旨に基づき引き続

き随意契約としていただきたい。

令和 3 年 7 月 30 日（金）ホテル名古屋ガーデンパレスにて自由民主党愛知県支

部連合会との「政策懇談会」が開催されました。

当組合から永田理事長と伊藤事務局長が出席し、自民党を通じて、国・県及び市

町村へ要望を行いました。

【自由民主党愛知県連合会】

藤川政人 会長

伊藤忠彦 代議士

青山周平 代議士 他
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愛知県衛生事業協同組合
〠460-0008 愛知県名古屋市中区栄 4-3-26（昭和ビル 5F）

TEL 052-241-7692 ・ FAX 052-241-7693

URL：https://aieikyou.com

夏季休暇のお知らせ

8月 12日（木）～8月 16日（月）までお休みをいただきます。

ご不便をお掛け致しますが、何卒宜しくお願い致します。

組合員社名変更

カナル環境株式会社 （令和 3 年 6 月 2 日より変更）

【新 社 名】   カナルアソシエ株式会社

※ 組織変更や所在地・TEL・FAX の変更はございません。

組合員退会

   株式会社高橋商舎

令和 3 年 6 月 30 日付にて退会されました。

講習会案内

「事業承継セミナー」

～株式承継と事業承継税制について～

日時：令和 3 年 10 月 22 日（金） 15 時～17 時

場所：昭和ビル 9 階 ホール

内容：自社株と会社の形成権の関係

   株式の承継が重要な理由

   株価はどのように計算するか

   贈与税、相続税はいくら必要か

   事業承継税制の特例制度について（平成 30 年～令和 5 年の時限措置）

   事業承継税制の注意点

講師：税理士法人名南経営 古里 貴洋氏


